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①
2 2
3
4

3
5

（ ） 4
により届け出します。 〒

◎ 法人設立、本店転入、事業所等設置の場合ご記入ください。

 から  まで

深谷市

深谷市

◎既登録内容変更の場合ご記入ください。（該当する番号に○印をつけて、変更内容を記入してください。）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

( )

深谷市

〒

〒

〒

添付書類 ※ すべてコピー可
* 設立・転入・設置 ・・ 定款、登記簿謄本 * 合併 ・・・・ 謄本、合併契約書
* 登録内容の変更 ・・・ 変更内容を証明できる書類 * 解散 ・・・・ 謄本

謄本、定款、議事録など * 廃止・休業 ・・ 添付書類不要

設 立 年 月 日 平成 19
年

名称(例：深谷営業所)

4
月

500048

所 在 地

○○○　○○

○○○　○○

最新(異動後)の状況をお知ら
せください。

048 ( 500 )

法 人 状 況
株式会社　○○○○（フリガナ）

法 人 名 株式会社　○○○○

0000

法人番号

(必ず○で囲ってください)

印

本店・事業所等ともに
市内にある。

本店は市内にあり、事
業所等が市外にある。

本店は市外にあり、事
業所等が市内にある。

本店・事業所等ともに
市内になし。

埼玉県深谷市×××１２－３４

366-0000

本 店 転 入

法 人 設 立
本店所在地

深谷市長あて

書類送付先が上記
本店と異なる場合

 □ 関与税理士

既 登 録 内 容 変 更

合 併 に よ る
事 業 所 等 設 置

事 業 所 等 設 置

（フリガナ）

代表者氏名印

電話番号

代表者電話番号

2
日

○○販売

法人税申告期限延長

3
月

31
日

4

事業種目

月
1
日

3,000,000
円

事 業 年 度

××５６－７８

　　　　　　　　・ 無8,500,000
円

年

設 置 年 月 日
平成 19

年
平成

月

異 動 日

日月
24

日

月

月 日

日

月 日

平成

平成

年

年

平成

年

(

日

住所

旧

当該事業所等の廃止後、他の事業所等が市内に存在

代 表 者

事業所等所在地

書 類 送 付 先

事 業 種 目

本店所在地変更の場合、旧の本店は事業所等として存続 (

名称(例：深谷営業所)

10

資本金等の金額

事 業 年 度

本 店 所 在 地

そ の 他

深 谷 市 内 の
事業所等の廃止

※

平成

。)

年

12 清算結了年月日

解散年月日

年
清 算 結 了

平成

平成11

する・しない

する・しない

異 動 日

月

所 在 地

。)

氏名

13 合 併 平成

被
合
併
法
人

月 日
合併年月日

年

名称
年

住所

日

氏名 電話住所関与税理士

事 業 再 開

14

15

平成休 業 又 は
事業再開年月日

休 業

(宛名)

法 人 設 立 届 出 書
処 理 日

平 成 19 年 4 月 2 日

0000

(必ず○で囲ってください)

資 本 金 の 額
又は出資金額
資 本 金 等 の
合 計 金 額

異 動 事 由

深 谷 市 内 の

事 業 所 等

組 織 ・ 商 号

深谷西営業所

新

（本店を除く）

年
清
算
人

月

月
解 散
（合併解散を除く）

日

日

有 ・ 無 )

休 業 の
主な理由

休業の場合、事業再開の予定 (月

(　)

提出用

受 付 日

代表者
之印

本店及び事業所の状況
を選択してください。

代表者の電話番号
も記入してください。

主な事業を記入してください。

本店以外に、市内に事業所があ
る場合は記入してください。

会社を設立した場合の届出書記入例

登記簿謄本と定款のコピーを添付して、提出してください。

書類を本店所在地以外の場所を希望す
る場合は、こちらに記入してください。
関与税理士宛の場合は、印刷後に左の
□にチェックを入れてください。



／ ／

〒 1

1
2 2
③
4

③
5

（ ） 4
により届け出します。 〒

◎ 法人設立、本店転入、事業所等設置の場合ご記入ください。

 から  まで

深谷市

深谷市

◎既登録内容変更の場合ご記入ください。（該当する番号に○印をつけて、変更内容を記入してください。）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

( )

深谷市

〒

〒

〒

添付書類 ※ すべてコピー可
* 設立・転入・設置 ・・ 定款、登記簿謄本 * 合併 ・・・・ 謄本、合併契約書
* 登録内容の変更 ・・・ 変更内容を証明できる書類 * 解散 ・・・・ 謄本

謄本、定款、議事録など * 廃止・休業 ・・ 添付書類不要

有 ・ 無 )

休 業 の
主な理由

休業の場合、事業再開の予定 (月

解 散
（合併解散を除く）

日

日年
清
算
人

月

月

資 本 金 の 額
又は出資金額
資 本 金 等 の
合 計 金 額

異 動 事 由

深 谷 市 内 の

事 業 所 等

組 織 ・ 商 号

深谷工場

新

（本店を除く）

○○県××市××４５

×××××　株式会社　○○部○○課(宛名)

法 人 設 置 届 出 書
処 理 日

平 成 19 年 4 月 2 日

0000

(必ず○で囲ってください)

関与税理士

事 業 再 開

14

15

平成休 業 又 は
事業再開年月日

休 業

氏名 電話住所

年

名称
年

住所

日

13 合 併 平成

被
合
併
法
人

月 日
合併年月日

する・しない

する・しない

異 動 日

月

所 在 地

。)

氏名12 清算結了年月日

解散年月日

年
清 算 結 了

平成

平成11

平成

。)

年10

資本金等の金額

事 業 年 度

本 店 所 在 地

そ の 他

深 谷 市 内 の
事業所等の廃止

※

旧

当該事業所等の廃止後、他の事業所等が市内に存在

代 表 者

事業所等所在地

書 類 送 付 先

事 業 種 目

本店所在地変更の場合、旧の本店は事業所等として存続 (

名称(例：深谷営業所)

(

日

住所

日

平成

平成

年

年

平成

年 月

日

日月

月

異 動 日

日月
14

日
平成

月

×××１－２

有 （ 　ヶ月） ・ 無92,200,000
円

年

設 置 年 月 日
平成 19

年

月
1
日

60,000,000
円

事 業 年 度

1
日

○○○製造・販売

法人税申告期限延長

1
月

31
日

2

事業種目

書類送付先が上記
本店と異なる場合

 □ 関与税理士

既 登 録 内 容 変 更

合 併 に よ る
事 業 所 等 設 置

事 業 所 等 設 置

（フリガナ）

代表者氏名印

電話番号

代表者電話番号

本 店 転 入

法 人 設 立
本店所在地

深谷市長あて

法人番号

(必ず○で囲ってください)

印

本店・事業所等ともに
市内にある。

本店は市内にあり、事
業所等が市外にある。

本店は市外にあり、事
業所等が市内にある。

本店・事業所等ともに
市内になし。

○○県××市××１－２－３

123-4567

123-4000

)

法 人 状 況
×××××　株式会社（フリガナ）

法 人 名 ×××××　株式会社

0000

000000

所 在 地

○○　○○

○○　○○

最新(異動後)の状況をお知ら
せください。

000 ( 000

設 立 年 月 日 平成 13
年

名称(例：深谷営業所)

4
月

受 付 日

(　)

提出用

代表者
之印

本店及び事業所の状況
を選択してください。

代表者の電話番号
も記入してください。

設置した事業所等の名称な
どを記入してください。

事業所等を設置した場合の届出書記入例

登記簿謄本と定款のコピーを添付して、提出してください。
（既設の事業所があり、増設する場合などは添付不要です。）



／ ／

〒 1

1
2 2
3
4

③
⑤

（ ） 4
により届け出します。 〒

◎ 法人設立、本店転入、事業所等設置の場合ご記入ください。

 から  まで

深谷市

深谷市

◎既登録内容変更の場合ご記入ください。（該当する番号に○印をつけて、変更内容を記入してください。）

1

②

3

④

5

⑥

7

8

9

( )

深谷市

〒

〒

〒

添付書類 ※ すべてコピー可
* 設立・転入・設置 ・・ 定款、登記簿謄本 * 合併 ・・・・ 謄本、合併契約書
* 登録内容の変更 ・・・ 変更内容を証明できる書類 * 解散 ・・・・ 謄本

謄本、定款、議事録など * 廃止・休業 ・・ 添付書類不要

設 立 年 月 日

70,000,000円60,000,000円

平成
年

名称(例：深谷営業所)

月

000000

1912345-6

所 在 地

○○　○○

○○　○○

最新(異動後)の状況をお知ら
せください。

000 ( 000 )

法 人 状 況
□□□□　株式会社（フリガナ）

法 人 名 □□□□　株式会社

0000

法人番号

(必ず○で囲ってください)

印

本店・事業所等ともに
市内にある。

本店は市内にあり、事
業所等が市外にある。

本店は市外にあり、事
業所等が市内にある。

本店・事業所等ともに
市内になし。

○○県××市××１－２－３

123-4567

本 店 転 入

法 人 設 立
本店所在地

深谷市長あて

書類送付先が上記
本店と異なる場合

 □ 関与税理士

既 登 録 内 容 変 更

合 併 に よ る
事 業 所 等 設 置

事 業 所 等 設 置

（フリガナ）

代表者氏名印

電話番号

代表者電話番号

日

法人税申告期限延長

月 日

事業種目

月 日円
事 業 年 度

有 （ 　ヶ月） ・ 無
円

年

設 置 年 月 日
平成

年
平成

月

異 動 日

日月

日

月
4

3
月 日

日

15

2

月
4 2

19

日
○○県××市×３４５

平成

平成

19

19
年

年

平成

年

(

日

住所

旧

当該事業所等の廃止後、他の事業所等が市内に存在

代 表 者

事業所等所在地

書 類 送 付 先
○○県××市××１－２－３

事 業 種 目

本店所在地変更の場合、旧の本店は事業所等として存続 (

名称(例：深谷営業所)

10

資本金等の金額

事 業 年 度

本 店 所 在 地

そ の 他

深 谷 市 内 の
事業所等の廃止

※

平成

。)

年

12 清算結了年月日

解散年月日

年
清 算 結 了

平成

平成11

する・　　　

する・しない

異 動 日

月

所 在 地

。)

氏名

13 合 併 平成

被
合
併
法
人

月 日
合併年月日

年

名称
年

住所

日

000-000-0000氏名 電話住所
123-4500

○○県○○市XX町XX-XX
関与税理士

事 業 再 開

14

15

平成休 業 又 は
事業再開年月日

休 業

(宛名)

法 人 異 動 届 出 書
処 理 日

平 成 19 年 4 月 2 日

0000

(必ず○で囲ってください)

資 本 金 の 額
又は出資金額
資 本 金 等 の
合 計 金 額

○○　○○○○　××

異 動 事 由

深 谷 市 内 の

事 業 所 等

組 織 ・ 商 号

新

（本店を除く）

年
清
算
人

月

月
解 散
（合併解散を除く）

日

日

○×事務所

有 ・ 無 )

休 業 の
主な理由

休業の場合、事業再開の予定 (月

受 付 日

(　)

提出用

代表者
之印

本店及び事業所の状況
を選択してください。最

新
の
状
態

を
記
入
し
て
く
だ
さ
い

。

項目番号に○印して、新旧
の内容を記入してください。

異動した日を記入してく
ださい。

事業所等の廃止の場
合、他に事業所等があ
るかどうか記入してくだ
さい。

休業の場合には、再開
の有無と休業理由を記
入してください。

登記内容などを変更した場合の届出書記入例

(　)
合併による届け出法人
の相手方を記入してくだ
さい。

ﾚ


